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連結子会社の株式譲渡及び特別損失の計上（個別）の見込みに関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 26 年３月 24 日開催の取締役会において、以下のとおり当社 100％出資の連結子会社

である株式会社ＮＬ不動産（以下、「ＮＬ不動産」といいます。）の全株式を譲渡することを決議し、

またこれに伴い特別損失を計上（個別）する見込みとなりましたので、下記のとおりお知らせいたし

ます。 

 

 

記 

１ 株式譲渡の理由 

 当社は設立以来 12 年間『日本で初めてのセールスプロデュース会社』として企業や事業の収益

拡大支援を目的として、業種を問わずセールスプロデュースを行うことを事業として取り組んで参

りましたが、企業収益が低迷する状況の中、平成 26 年３月期からは、代表取締役酒井のこれまで

培ってきた経験や人脈により、当社グループの事業の一環として、不動産に対するセールスプロデ

ュース事業での売上に注力してまいりました。ＮＬ不動産は、この当社グループの不動産事業戦略

の一端を担う会社として、昨年より宅地建物取引業免許を取得し不動産にかかるセールスプロデュ

ース業務を行う計画で活動しており平成25年12月27日付「不動産売買契約締結に関するお知らせ」

のとおり、不動産売買契約を締結いたしました。しかしながら、本案件において、当該物件の仕入

先仲介業者による登記手続きの遅延、物件の仕入価額の交渉に時間を要したことから売却先への２

月末までの物件引渡が遅延する状況となったことで、平成 26 年３月 17 日付で売却先から不動産売

買契約解除にかかる違約金請求書の送達を受け、本日付「訴訟に関するお知らせ」のとおり、売却

先である株式会社メッツより平成 26 年３月 18 日付でＮＬ不動産の不動産物件引渡の債務不履行に

基づく当該不動産売買契約の解除及び違約金の請求の訴訟が提起されている状況です。ＮＬ不動産

といたしましては、本件訴訟において、弁護士を通じて当社及びＮＬ不動産の考えを主張していく

所存ですが、ＮＬ不動産における当該案件解決については今後の売却先との訴訟及び仕入先との交

渉が長期化することが想定されます。 

 このようなことから、ＮＬ不動産としては、今後もＮＬ不動産の代表取締役が責任をもって当該

訴訟を行っていくことを前提に、株式譲渡を承認いたしました。 

 また、当社は平成 26 年３月 11 日付「不適切な会計処理の判明について」でお知らせしましたと

おり、過年度決算の訂正の準備を進めており、上場維持に向けて人的及び資金的な資源を注入して



いる状況の中で、上記のとおり子会社において訴訟の提起を受けるなど、当社グループとしての信

用不安が増加しております。このような信用不安の軽減を図るためにも、当社としては、ＮＬ不動

産の全株式を譲渡することを決議いたしました。 

  

  

２ 当該連結子会社の概要（平成 26 年３月 24 日現在） 

(１)  名 称  株式会社ＮＬ不動産 

(２) 本 店所在 地 東京都渋谷区神宮前六丁目 35 番３号 

(３) 代 表者氏 名 代表取締役  中川 哲也 

(４) 設 立年月 日 平成 18 年５月 16 日 

(５) 事 業 内 容 不動産にかかるセールスプロデュース業務 

(６) 資 本 金 ５千万円 

(７) 発行済株式数 1,000 株 

(８) 決 算 期 ３月 31 日 

(９) 株 主 株式会社 NowLoading 100％ 

(10) 当社との関係 資本関係 当社が当該会社の株式を全て保有しております。 

人的関係 当社取締役１名が同社の代表取締役を兼務しております。 

取引関係 当社は当該会社に対して、未払金等（16百万円）の債務を有

しております。 

（11）当該会社の経営成績及び財務状態 

（千円） 

決算期 平成 23 年３月期 平成 24 年３月期 平成 25 年３月期 

純資産 16,962 12,604 12,582

総資産 27,754 27,738 14,874

売上高 0 0 0

営業利益 △7,378 △8,512 △7

経常利益 △7,228 △4,178 158

当期純利益 △7,362 △4,358 △21

 

３ 株式譲渡先の概要 

（１）氏名 妻鳥 成次 

（２）住所 東京都新宿区 

（３）上場会社と当該個人の関係 当社と当該個人との間に資本関係・人的関係・取引関係はあり

ません。また、当社の関係者及び関係会社と当該個人並びに当

該個人の関係者及び関係会社の間には、特筆すべき資本関係・

人的関係・取引関係はありません。 

 

４ 譲渡前後の所有割合の状況 

(１)  異動前の所有株式数 1,000 株（所有割合：100％） 

(２) 譲渡株式数 1,000 株（所有割合：100％） 

(３) 譲渡価額 1,000 千円※ 

(４) 異動後の所有株式数 0 株（所有割合： 0％） 

 ※譲渡価額につきましては、当社及びＮＬ不動産の現状を鑑み、両社協議の上決定いたしました。  

 

５ 株式譲渡の日程 

（１）取締役会決議     平成 26 年３月 24 日 

（２）株式譲渡契約締結日  平成 26 年３月 24 日 

（３）株式譲渡日      平成 26 年３月 24 日 



 

６ 今後の見通し 

当該株式譲渡により、当社の平成 26 年３月期個別財務諸表において、帳簿価額と譲渡価額との差

額 14,000 千円を特別損失として計上する見込みであります。また現在、当社のＮＬ不動産に対する

債務（16 百万円）については、両社協議の上、返済していく見込みであります。 

なお、本件株式譲渡が、平成 26 年３期連結業績及び財務状態に与える影響につきましては、ＮＬ

不動産が当社連結グループに該当するかどうか会計監査人との協議が必要であること、本日付「訴

訟に関するお知らせ」のとおり、ＮＬ不動産は現在訴訟中のため不動産案件の今後の見通しが不透

明であること、当社が現在過年度決算訂正の準備を進めていることから、現在のところ算定するこ

とは困難であります。 

また、平成 25 年 12 月 27 日付「不動産売買契約締結に関するお知らせ」でお知らせした不動産案

件等現在取組んでいる不動産案件は、ＮＬ不動産において継続して取り組む予定であります。さら

に、現在のところ、本件株式譲渡に係る当社及びＮＬ不動産の役員体制等の変更は予定しておりま

せん。 

以上 


